
宮崎県企業誘致の現状と方向性 

～誘致企業数増加の先を見据えて～ 

2006年 9月 
 

近年は誘致企業数が増加 

今年 4 月に九州経済産業局より発表された
「工場立地動向調査」によると平成 17 年（1
～12 月）の宮崎県の工場立地件数は、前年よ
り 4件多い 24件であった。全国的にみても、
工場立地件数は前年比 243件増の 1,545件、立
地面積は前年比 660ha増の 2,239haとなった。
件数、面積いずれも平成 15年から 3年連続し
て前年比 2桁増加しており、全国的にも企業立
地が積極的に行われていることがデータによ

り示されている（図 1）。 
上記「工場立地動向調査」の調査対象は 1,000
㎡以上の用地を取得（借地を含む）した事業者

であることから、次に 1,000㎡未満の用地取得
も含めた宮崎県の誘致企業件数1にも目を向け

ることとしたい。図 2 にあるように、平成 16
年度は過去最高の 33件を記録し、平成 17年度
も 26件と好調を維持している。平成 16年度以
前の過去最高が平成元年の 31 件であり、平成
12 年度まで殆ど 1 桁台と非常に厳しい状況で
あったことから、近年の誘致企業数の大幅増加

は注目すべき数値である。 
（図 1） 
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[資料：経済産業省立地動向調査] 

 

 
全国的な企業立地件数増加の背景には、近時

の景気回復に伴う企業の設備投資の拡大及び

自治体の積極的な誘致活動という要因が挙げ

られる。設備投資の拡大については、今年 8月
に日本政策投資銀行より発表された「設備投資

計画調査（資本金 10億円以上）」において、全
国の平成 18 年度設備投資計画は、全産業で
12.9％増と平成 2年度以来の 2桁増が報告され
るなど、企業側の積極的な投資姿勢が表れてい

る。また、自治体の誘致活動に関しては、補助

金額上限の引き上げ、税制優遇幅の拡大など地

域間の競争が激化している。以下では、この地

域間競争を勝ち抜き優良企業を誘致するため

に、本県ではどのような誘致計画が立案･展開

されているのかについて明らかにすると共に

今後の誘致戦略の方向性を考えていくことと

したい。 
（図 2） 
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 [資料：宮崎県新産業支援課調べ] 
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宮崎県の企業誘致施策 

まずは、誘致政策の取組みに関する本県の基

本政策についてみていく。 
１．総合施策 

平成 17年 3月に発表された県政運営の指針
となる宮崎県総合長期計画（通称：元気みやざ

き創造計画）の中では、産業政策として「戦略

的企業誘致の推進」が謳われている。国際間･

地域間競争を打ち勝つための企業誘致施策の

基本方向として、以下のような現状と課題の分

析がされている。 
① 国内外との競争力のある高付加価値型企業

や成長可能性の高い情報関連企業、研究開

発機能を有する企業、更には地域資源活用

型の企業などの誘致を積極的に進めること

が必要である。 
② 企業の海外移転が進む中、誘致企業の地元

定着と更なる投資（工場等の増設）を促す

ことも必要である。 
①に関して、地方資源活用型企業2の誘致は

平成 7～16年の産業分類別工場立地件数（図 3）
をみると「木材･木製品」「飲料･たばこ･飼料」

を中心に地方資源活用型の立地企業数が九州

の他地域に比べて多いのが特徴的である。 
②に関しては、富士通日立プラズマディスプ

レイ㈱が新工場（3 番館）を 1、2 番館と同じ
く本県国富町に建設、本年 10月から量産･出荷
を開始することが発表されており、誘致企業の

地元定着という「企業留置」での成功事例であ

ろう。 
この「企業留置」が成功している要因として

は、宮崎県新産業支援課にて平成15年度より実
施されている「誘致企業フォローアップ強化対

策事業」の効果が挙げられる。県内誘致企業や

その本社･親会社を訪問して、意見･要望等の情

報収集を行なうフォローアップ強化の成果は、

過去最高を記録した平成16年度の誘致企業数
にも表れている（前掲図2）。 
また、宮崎県知事が県内各産業の活性化を図

るために、「トップセールス」を展開する姿勢

を表し、誘致対象企業との直接的な対話を積極

的に実行してきたことも、「企業誘致」「企業留

置」が成功している一つの要因といえるだろう。 
（図 3） 
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[資料：経済産業省立地動向調査] 

 
次に将来の企業誘致施策を考える上で、注目

すべき以下の 2つの政策についてみていく。 
２．インフラ整備 

かつて、｢陸の孤島｣と呼ばれた本県であるが、

現在では空港、港湾、光ファイバー網が整備さ

れるなどインフラ面での整備も進んできてい

る。従来、インフラといえば陸路、空路の整備

状況が重視される項目であったが、現在はこれ

らに加えて情報インフラの充実度合いが重要

性を増してきている。その点で、県内全市町村

を光ファイバーで結んだ県内全域を網羅する

超高速ネットワーク（宮崎情報ハイウェイ 21）
は企業にとって、非常に魅力的なインフラとい

えよう。 
また、企業を誘致するということは、そこで

働く従業員を誘致することにも繋がる。確かに

従業員を地元から採用する人数も多いであろ

うが、工場移転･新設と共に他地域から本県に

移り住む人々がいることも見逃せない。その際

にポイントとなるのが、生活環境の充実度合い

であろう。本県は魅力的な自然環境も多く、そ

ういった点からも企業誘致に有利な条件が整

っていると考えられる。本県企業立地パンフレ
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ットでも、「宮崎は、とにかく自然が自慢です。

本県は『太陽と緑の国』と称されるように、温

暖な気候の下、豊かな森と広大な太平洋に囲ま

れ、抜群の自然環境と、ゆとりの住環境を有し

ています。」との記載があり、豊かな自然環境

を企業誘致の大きな柱としている。 
 
３．IT産業支援 
本県における企業誘致の特徴として、デル㈱

のコールセンター誘致事例のように、近年は情

報サービス業誘致活動が活発化してきている。

本県では、構造改革特区として平成 15年 8月
に「リゾート宮崎 IT特区」[指定地区：宮崎市
（旧佐土原町含む）清武町]、平成 18年 3月に
「元気みやざきフレッシュ IT人材特区」[指定
地区：宮崎県全域]の認定を受けている。 
「リゾート宮崎 IT 特区」構想は、本県を代
表するリゾートエリアである「一ツ葉リゾート

エリア」「青島リゾートエリア」におけるリゾ

ートホテル等を活用した IT センターやインキ
ュベート施設の設置等に加えて、IT 産業及び
関連産業を技術的側面から支える大学と宮崎

工業技術センターを中心とする研究開発施設

が集積する「宮崎学園都市エリア」「宮崎テク

ノリサーチパークエリア」における高度 IT 人
材の育成、産学官の連携強化による IT 産業の
高度化促進が目標とされている。 
また、「元気みやざき IT特区」構想では、基
本情報技術者、初級システムアドミニストレー

タ養成講座を開設し、高校･専門学校を中心と

した若年 IT 人材の育成を促進することにより、
IT関連企業の誘致･集積を図っている。 
 
今後の企業誘致の方向性 
１． 企業誘致の目的 

今後の企業誘致の方向性を考える上で、まずは

企業誘致の目的を改めて整理することとした

い。 
立地場所の選定から融資による資金供給、従

業員の確保、移転してくる従業員用住宅の確保

に至るまで、あらゆる面倒をみるワンストップ

サービスの提供や各種優遇策を拡大するなど

して、自治体が企業誘致に取組む目的は大きく

分けて次の 2点が挙げられるだろう。 
まず 1点目は、雇用の創出。この観点から考
えると、1度に多くの雇用が創出されるコール
センター誘致は有効であったといえるだろう。

安定的な雇用創出により個人消費拡大等の 2
次的な経済効果も期待できる。更には、誘致企

業により高度な教育を受けた「良質な人材」を

求めて新たな企業が進出する等の好循環も企

業誘致による雇用創出によってもたらされる

可能性もある。 
2 点目は、地域経済の活性化。「地域経済の
活性化」という言葉には、様々な意味が考えら

れる。まず、立地地点の自治体にとっては、固

定資産税、不動産取得税、事業税の税収増加が

期待できる。また、製造業の誘致が行なわれた

場合を想定すると、新工場建設段階では、建設

業、機械メーカーへの波及効果、製造･出荷段

階に至っては原材料供給メーカー、運輸業への

波及効果等が期待できる。各種優遇を行なって

企業誘致を行なう目的は、このような地域経済

への波及効果に期待している点にもある。 
 
２． 今後の企業誘致の方向性 

全国的には、単に補助金支給、税制優遇等の

低コストをアピールして誘致した企業が流出

した事例は数多い。企業誘致の成功によっても

たらされる「雇用創出」「地域経済活性化」効

果が、誘致企業の撤退と同時に流出してしまう

ような一時的なものであってはならない。今後

の企業誘致の方向性を考える上で必要なこと

は、持続的発展を視野に入れた地域経済にとっ

て望ましい将来像を描くことではないだろう

か。 
その地域に相応しい産業の将来像を描くこ

とにより、その実現のために不足している資源

や強化すべき資源が明らかにされるだろう。そ

こを重点的に企業誘致や育成･強化していくこ

とで、効率的に自立した地域経済の形成が可能

になるはずである。 
本県では「食と健康バイオクラスター」（バ

イオ関連産業）と「ITリゾートクラスター」（情
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                                                                            報通信産業）からなる「みやざき産業クラスタ

ー」構想が描かれ、実現に向けて平成 15 年か
ら取組んでいる。この取組みは、地域産業間の

連携を強めることによって成り立つ。他地域に

比べて多い、地方資源型誘致企業と元々当該地

域に立地している企業が有機的に結びつき、未

活用資源を有効利用する産業連関を図ること

が、新たな付加価値創造に繋がる。このような

産業クラスター形成が、持続的な地域経済発展

を実現するための有力な一つの仕組みといえ

るのではないだろうか。 
具体的な動きとしては、都城盆地エリアにお

いて、地場の有力な産業である林産業、農畜産

業、機械･装置産業、化学、食品加工業が結び

付いた「バイオマスの高度徹底活用による環境

調和型産業の創出」研究が産学公連携により進

められている3。 
また、IT 産業と地場産業の連携という観点
からは、食の安全確保のために重要性が増して

いる「トレーサビリティ」を実現するために個

体識別管理、在庫管理が容易な IC タグの導入
拡大が本県の有力産業である畜産業でも期待

されており、新たな付加価値創造に向けた取組

みが進められている。 
以上のように、本県では、地域資源や現存す

る地域の産業集積を競争力強化、イノベーショ

ンに繋げるような連携、即ちクラスターの形成

が将来のあるべき姿として描かれている。今後

については、その将来像を実現するような企業

の誘致、そして誘致企業と相乗効果を創出する

ような内発的な企業育成の双方を視野に入れ

た誘致戦略の立案に期待したい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1 宮崎県の場合、「企業立地促進補助金交付要
綱」に基づいて補助金を交付した企業を「誘致

企業」と定義している。 
2 経済産業省実施の工場立地動向調査の4業種
分類による。「食料品」「飲料･飼料･たばこ」「繊

維工業」「木材･木製品」「パルプ･紙」「窯業･

土石製品」を指す。 
3 参加研究機関（順不同） 
産：都城森林組合、清本鐵工㈱、九州オリンピ

ア工業㈱、霧島酒造㈱、JA都城、都城木材㈱、
都城地区プレカット事業協同組合、㈱千人、日

高勝三郎商店、宮崎みどり製薬㈱、南国興産㈱、

㈲はざま、大和工機㈱、下森建装㈱、㈱三洋環

境社プランナー、㈱濱田製作所  
学：宮崎大学、都城工業高等専門学校 
公：宮崎木材利用技術センター、宮崎県工業技

術センター、宮崎県畜産試験場 
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